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資料４

高校教育改革の推進について

○ 高等学校等への進学率が97％を超える現在、多様化した生徒の実態に対

応し、生徒の個性を最大限に伸ばすためには、特色ある学校づくりを行う

とともに、個に応じた教育の充実を図ることが必要。

○ このため、

① 中高一貫教育校、総合学科や単位制高校など、特色ある学校・学科等

の設置の促進

② 多様な科目の開設、体験活動、インターンシップの実施等も含めた多

彩なカリキュラムづくりの促進

③ 様々な学習活動を評価できるよう学校外の活動を単位認定できる制度

の拡充

などの改革を推進。

＜近年の主な高等学校教育改革＞

昭和63年 単位制高等学校の導入（定時制・通信制）

平成元年 定時制・通信制の修業年限の弾力化（４年以上→３年以上）

５年 単位制高等学校の全日制への拡大

学校外学修の単位認定（専修学校・技能審査）の導入

６年 総合学科の導入

10年 学校外学修の単位認定対象範囲の拡大

（大学、高専、ボランティア活動、修業体験）

11年 中高一貫教育制度の導入

※ 平成21年度の単位制高等学校数： 900校

平成21年度の総合学科高等学校数： 344校

平成21年度の中高一貫教育校数： 370校

○ 一方、「大学全入」時代を迎える中、大学進学者の学力低下なども指摘

されているところであり、高等学校として、進学・就職等の進路を問わず、

いかにして生徒の学習意欲を高め、学力水準の維持・向上を図っていくか

が大きな課題。

○ さらに、精神的・社会的自立が遅れ、将来の生き方・働き方について考

え、選択・決定することを先送りする傾向なども踏まえ、勤労観・職業観

をはじめ、社会的・職業的自立に必要な能力等を身につけさせることも重

要。
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１．近年の高等学校教育改革の動向

（１）総合学科の設置（平成６年度に制度化）

（２）単位制高等学校の設置促進

（昭和63年度に定時制・通信制について制度化、平成５年度に全日制に拡大）

総合学科高校設置数の推移
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単位制高校設置数の推移
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（３）学校外学修の単位認定制度

① 他の高校や高校以外での学修成果の単位認定

【学校教育法施行規則第93条、第97条～第99条】

１．海外留学に係る単位認定
（昭和63年度に制度化(30単位まで)、平成22年度より36単位に拡大）

外国の高等学校(正規の後期中等教育機関）における履修を自校の単位として認

定できる。 〔平成18年度の実施校：875校〕

２．下記の(ア)～(エ)の学修については、合計で36単位まで、卒業に必要な単位に含

めることが可能となっている。

(ア) 学校間連携による単位認定（平成５年度に制度化）

他の高等学校で修得した科目の単位数を自校の単位として認定できる。

〔平成18年度の実施校：185校〕

(イ) 大学、高等専門学校、専修学校等における学修の単位認定

（平成５年度に専修学校について制度化、10年度に大学・高専に拡大）

大学、高等専門学校、専修学校等における学修や、大学や公民館等の社会教育

施設で開設される講座等における学修を、自校の単位として認定できる。

〔平成18年度の実施校：428校〕

(ウ) 技能審査の成果の単位認定（平成５年度に制度化）

高等学校の学習内容に対応した知識・技能審査（英検、ＴＯＥＩＣ、漢検等）

において、相当程度の成果を収めた場合、その成果を自校の単位として認定でき

る。 〔平成18年度の実施校：1,539校〕

(エ) ボランティア活動等に係る学修成果の単位認定（平成10年度に制度化）

ボランティア活動、就業体験活動（インターンシップ）等の活動に係る学修の

成果を、自校の単位として認定できる。 〔平成18年度の実施校：504校〕

② 高卒程度認定試験の合格科目に係る学修の単位認定【学校教育法施行規則第100条】

（定時制・通信制課程は昭和57年度から、全日制課程は平成17年度から実施）

高等学校卒業程度認定試験の合格科目に係る学修を、自校における科目の履修とみ

なし、自校の単位として認定できる。 〔平成18年度の実施校：291校〕
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２．定時制・通信制課程

（１）役割の変化

社会の変化に伴い生徒の実態が変化する中、定時制・通信制高等学校で学ぶことを希

望する者は、従来からの勤労青少年だけではなく、

① 全日制課程からの進路変更等に伴う転・編入学（中途退学経験者など）

② 全日制課程に入学できなかった者（中学校までの不登校等による学力不足など）

③ 過去に高等学校教育を受ける機会がなかった者

など、様々な入学動機や学習歴を持つ者が多くなるなど、制度発足当初とは著しく異な

った様相が生じている。

このような生徒の実態の変化に応じて、勤労青少年のための教育機関としての役割だ

けでなく、多様な履修形態による高等学校教育を提供し、高等学校教育の普及と教育の

機会均等の理念を実現する教育機関としての役割を果たしている。

（２）学校数・生徒数の推移
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３．中高一貫教育の推進

（１）趣旨

これまでの中学校・高等学校に加えて、生徒や保護者が６年間の中高一貫教育校を進

路選択の１つとすることができるようにすることにより、中等教育のより一層の多様化、

生徒の個性の伸張を推進するものとして、平成１１年度より導入。

（２）設置状況

平成２１年度現在、全国に３７０校（公立１６８校、私立１９７校、国立５校）が設

置されており、設置校数は、年々、増加してきている。

※平成２１年度の設置校数の内訳

区 分 中等教育学校 併 設 型 連 携 型 計

公 立 ２５（２０） ６３（ ６０） ８０（７８） １６８（１５８）

私 立 １３（１３） １８３（１６１） １（ １） １９７（１７５）

国 立 ４（ ３） １（ １） ０（ ０） ５（ ４）

計 ４２（３６） ２４７（２２２） ８１（７９） ３７０（３３７）

※（ ）内は平成２０年度の設置校数

（３）今後の検討

中高一貫教育については、制度導入から１０年が経過したことを踏まえ、中央教育

審議会初等中等教育分科会に「学校段階間の連携・接続等に関する作業部会」設置。

なお、規制改革会議からも同様の指摘を受け、平成２１年度中に検討を開始するこ

とが、平成２０年１２月に閣議決定されている。

中高一貫教育校数の推移
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４．今後の主な課題

○ 高等学校教育の質の保証・向上

高等学校教育については、進学、就職等の進路を問わず、生徒の学習意欲を高め、学

力水準を確保することが大きな課題であると指摘されている。また、いわゆる「大学全

入」時代を迎え、過度の受験競争は緩和される一方、大学入試の選抜機能がもたらして

きた高校教育の質保証の効果が期待できなくなってきている。

「教育振興基本計画」においても、今後５年間に取り組むべき施策の中で、特に重点

的に取り組むべき事項の一つとして「高校教育の質の保証」が挙げられており、具体的

には、「高校生の学習成果を多面的・客観的に評価する取組を進めるとともに、その結

果を高等学校の指導改善等に活用することなどを通じた教育の質の保証と向上を促す。」

という記述が盛り込まれてる。

また、一昨年１２月２４日に出された中央教育審議会の答申、「学士課程教育の構築

に向けて」においては、「高等学校段階での学力を客観的に把握する方法の一つとして、

高等学校の指導改善や大学の初年時教育、大学入試などに高等学校・大学が任意に活用

できる学力検査（「高大接続テスト（仮称）」）に関し、高等学校・大学の関係者が十分

に協議・研究するよう促す」ことについて提言がなされた。

同答申を踏まえ、北海道大学を中心として高等学校・大学関係者が協議・研究を具体

的に行う委託事業を実施（２００８年１１月から２年間の予定）。

さらに、各種の検定試験については、一昨年２月の中央教育審議会答申「新しい時代

を切り拓く生涯学習の振興方策について ～知の循環型社会の構築を目指して～ 」を受

けて、民間事業者等による第三者評価機関が検定試験の評価を行う際の参考となるガイ

ドラインの作成に向けて、高等学校関係者も参画して検討が行われている。今後、この

ような仕組みの下で、一定の評価を与えられた検定試験の活用を各高等学校に促すこと

により、高校生の学習意欲を高めていくことが必要。

これらの取組を通じて、高等学校教育の質を保証・向上していく必要がある。


